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債権法改正を考える
弁護士からの提言 東京弁護士会法友全期会

債権法改正プロジェクトチーム 編

法務省法制審議会民法（債権関係）部会の議論状況に目配せしながら、
実務家の観点から現行民法の運用や改正の方向性について検討し、
あるべき改正の方向性を志向した一冊！！

債権法改正にあたり改正の影響を受ける
民法の10テーマを3つの観点から解説
1　債権法改正の是非、経緯や問題点
2　法制審議会、民法（債権法）改正検討委員会による基本方針他、
　　改正案についての問題点の指摘・検討
3　実務家の視点による現段階の提案

改正の影響を受ける民法の10テーマで目次編成
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消滅時効の効果

はじめに

「基本方針」でいう債権時効とは、現行民法にいうところの債権の消滅時効に
相当する概念である。
後述するように、
行拒絶権が発生するとの構成を新たに提案しているため、現行法上の消滅時効の
概念と区別する意味で債権時効という用語を用いている。
しかし、本論考では、基本的に履行拒絶権構成を支持しないため、以下、あえて
債権時効という用語を用いずに、従来どおりの消滅時効という用語を用いること
にする。

現行実務とその運用状況

⑴ 消滅時効の効果に関する現行民法における規定及び判例
「時効の効力は、その起算日にさかのぼる。」とされている。この趣

旨につき、学説上は、時効とはその期間中継続した事実関係をそのまま保護しよ
うとする制度だから、当然のこととされ 、永続した事実関係を尊重し、権利関
係を簡明に処理するためのもの と説明されてきた。

「当事者が援用しなければ、裁判所がこれによって裁判
をすることができない。」
「消滅する」と規定していることから、時効援用の意義と効果は、従来から学説・
判例上争点となってきた ところである。

は、農地売買に基づく
県知事に対する所有権移転許可申請協力請求権の消滅時効が問題となった事案に

効果に関する不確定効果説のうち停止条件説であると解し、この説を採ることを
明らかにした 。

確定的に生ずるものではなく、時効が援用された時に初めて確定的に生ずるもの
と解するのが相当であるとしている。

⑵ 現行民法における時効援用の方法について
時効援用の方法については、裁判外でもよいというのが通説・判例である 。

⑶ 現行民法における時効援用の撤回
時効援用の撤回の可否については、現行法上何も規定されていないが、時効援
用の意義と効果につき実体法上の意思表示とみるならば、援用によって時効の効
果が生じているので援用の撤回は許されないと説明される 。

⑷ 現行民法における時効援用権者
消滅時効の場合には、判例において、保証人 、連帯保証人 、物上保証人 、
抵当不動産の第三取得者 、詐害行為における受益者 等に時効援用権が認め
られている。

⑸ 現行民法の問題点

り 、また、連帯債務者の 人について消滅時効が完成した場合に、消滅時効が
完成した債務者の債務の存在を前提として、その債務者の負担部分について他の
連帯債務者に義務を免れさせていること等
い。

現在の議論状況

⑴ 法制審の議論状況

第 章 時効

保証人等は、債権者に対して債務者の履行拒絶権放棄を調達するように求めるこ
とができ、一定期間内にそれが調達されないときは、債務者による履行拒絶を擬
制する という扱いになっている。
その他、履行拒絶権行使の方法、履行拒絶撤回の可否については、甲案と同様
の扱いとなっている。

「基本方針」の問題点

「基本方針」の乙案は、履行拒絶権行使による債権の請求力、強制力の喪失と

果をそのように変更することには、次のような懸念がある。
すなわち、時効援用後も債権が消滅しないとすることによる不当要求事案の増
大の懸念、時効援用後の債権譲渡を利用した不当請求事案の増大、時効援用後の
債務を旧債務とする更改契約、準消費貸借契約の事実上の強要などの新たな問題
の発生及びそれらへの解釈上、実務上の対応が必要性となるという懸念であ
る 。

検討

⑴ 理論上の問題

消滅の明らかな例外とされており、また連帯債務者の 人について消滅時効が完
成した場合に、消滅時効が完成した債務者の債務の存在を前提として、その債務
者の負担部分について他の連帯債務者に義務を免れさせていること等、現行民法

貫いていない部分があるといっても、

わざわざ履行拒絶権構成という新たな概念を導入しなくても、別の説明ができれ
ば問題はない。

性質に基づく特則と説明することができるし 、連帯
債務者の 人について消滅時効が完成した場合に、消滅時効が完成した債務者の
債務の存在を前提として、その債務者の負担部分について他の連帯債務者に義務

第 章 時効

 （前略）民法（債権法）改正に向けた動きの中、東京弁護士会法友全期会債権法改正プロジェクトチームが、

上記法制審議会における議論状況から実務上の適用ないし運用まで目配せをしながら、現行の実務を前提に

民法（債権法）改正試案を提示するという試みは、法曹実務家からの発言というのみならず、類を見ない

ものである。思えば、ボアソナード民法典の施行を巡ってなされた民法典論争では、東京弁護士会の前身で

ある東京代言人組合の有志者 100 名余りから断行意見書が発表されていたが（穂積陳重『法窓夜話』（大正

4年））、本出版はこの有志者の意図を継ぐものと評価できるであろう。（中略）

東京弁護士会会長　若旅一夫
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